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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第98期

第３四半期累計期間

第99期

第３四半期累計期間
第98期

会計期間
自　平成28年４月１日

至　平成28年12月31日

自　平成29年４月１日

至　平成29年12月31日

自　平成28年４月１日

至　平成29年３月31日

売上高 (千円) 627,591 841,167 1,306,781

経常利益又は経常損失(△) (千円) △135,524 △202,295 25,118

当期純利益又は四半期純損失(△) (千円) △103,806 △207,957 44,721

持分法を適用した場合の投資損失
(△）

(千円) △69,096 ― △69,096

資本金 (千円) 1,500,000 1,500,000 1,500,000

発行済株式総数 (株) 102,069,868 100,593,749 100,593,749

純資産額 (千円) 2,715,931 2,981,623 2,900,778

総資産額 (千円) 2,910,938 3,180,337 3,080,006

１株当たり当期純利益金額又は
四半期純損失金額(△)

(円) △1.03 △2.07 0.44

潜在株式調整後１株当たり四半期
（当期）純利益金額

（円） ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 0.50

自己資本比率 (％) 93.3 93.8 94.2
 

 

回次
第98期

第３四半期会計期間

第99期

第３四半期会計期間

会計期間
自　平成28年10月１日

至　平成28年12月31日

自　平成29年10月１日

至　平成29年12月31日

１株当たり
四半期純損失金額(△)

(円) △0.22 △0.64
 

 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２　売上高には、消費税及び地方消費税(以下「消費税等」という)は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につきましては、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

４　持分法を適用した場合の投資損失につきましては、第99期第３四半期累計期間は関連会社を所有していない

ため記載しておりません。

　  

２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容に重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

　当第３四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者

の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」

についての重要な変更はありません。

　なお、文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。　　　

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

（１）経営成績の分析

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、政府や日銀の経済政策が功を奏し、企業収益や雇用環境が改善し緩

やかな回復基調にありますが、米国の政策動向や東アジアにおける地政学的リスクの高まりの影響で、先行き不透明

な状態で推移しました。

このような状況の下、当第３四半期累計期間の業績は、売上高８億41百万円（前年同四半期比34.0％増）、営業損

失２億47百万円（前年同四半期営業損失２億15百万円）となり、受取利息及び配当金17百万円と有価証券評価益25百

万円を営業外収益に計上したこと等により、経常損失２億２百万円（前年同四半期経常損失１億35百万円）、四半期

純損失は２億７百万円（前年同四半期純損失１億３百万円）となりました。

 

セグメントの業績は次のとおりであります。

①ニッケル事業

前年同期に比べて販売価格が上昇したこと並びに販売数量が増加したことにより、売上高は４億65百万円(前年同

四半期３億65百万円、27.4％増)となりました。セグメント利益(営業利益)は27百万円(前年同四半期セグメント利

益25百万円)となりました。

②不動産事業

当第３四半期において、好条件で販売用不動産の売却ができたことで、金額的には大きな数字ではありません

が、売却収益を確保することができました。売上高は２億19百万円(前年同四半期14百万円 1,431.8%増）となり、

セグメント利益(営業利益)は35百万円（前年同四半期セグメント損失２百万円）となりました。

③教育事業

校舎の一部を閉鎖したことによる生徒数の減少と大幅なリストラによる経費増の影響で、売上高は１億56百万円

（前年同四半期２億47百万円、37.0％減）となり、セグメント損失(営業損失)は93百万円（前年同四半期セグメン

ト損失23百万円）となりました。
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（２）財政状態の分析

当第３四半期末の資産につきましては、流動資産は前事業年度末に比べ２億31百万円減少し、17億69百万円となり

ました。これは主に現金預金、有価証券及び棚卸商品の減少によるものであります。

　固定資産は前事業年度末に比べ３億32百万円増加し、14億10百万円となりました。これは主に投資有価証券の増加

等によるものです。

当第３四半期末の負債につきましては、流動負債は前事業年度末に比べ15百万円増加し、１億円となりました。こ

れは主に未払消費税等の増加等によるものであります。固定負債は、前事業年度末に比べ３百万円増加し、98百万円

となりました。

　当第３四半期末の純資産につきましては、前事業年度末に比べ80百万円増加し、29億81百万円となりました。これ

は主に配当金支払いの原資となったその他資本剰余金の減少や四半期純損失を計上したことで株主資本が減少しまし

たが、その他有価証券評価差額金が増加したことによるものであります。

 
（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

 

（４）研究開発活動

該当事項はありません。

 

（５）従業員数

当第３四半期累計期間において、当社は業務の効率化を行うため、教育事業を大幅に縮小しております。これに伴

い、教育事業の従業員数は、９名減少しております。なお、従業員数は就業人員数であります。

　

 （６）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し　

　　当第３四半期累計期間において、当社の経営成績に重要な影響を与える要因に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 200,000,000

計 200,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 100,593,749 100,593,749
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株でありま
す。

計 100,593,749 100,593,749 ― ―
 

　

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年10月１日
～

平成29年12月31日
 

― 100,593,749 ― 1,500,000 ― 5,029

 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

 

当第３四半期会計期間末現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日(平成29年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

平成29年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式      

500
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

100,530,200
1,005,302 同上

単元未満株式
普通株式

63,049
― 同上

発行済株式総数 100,593,749 ― ―

総株主の議決権 ― 1,005,302 ―
 

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が7,766株(議決権77個)含ま

れております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式23株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成29年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社エス・サイエンス

東京都中央区銀座八丁目９
番13号

500 ― 500 0.00

計 ― 500 ― 500 0.00
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(平成29年10月１日から平成29年

12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成29年４月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、ＫＤＡ監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号)第５条第２項により、

当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集団の

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による

割合は次のとおりであります。

 

　　①資産基準　　　　　    　　          0.3%

　　②売上高基準　　                         -

　　③利益基準　　　　　　　　　　        0.8%

　　④利益剰余金基準　　   　　           1.2%

 ※会社間項目の消去後の数値により算出しております。なお、売上高基準及び利益基準は第３四半期累計期間の数値

によっております。

 

４.　財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について

当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組を行っております。具体的には、会計基準等の内容を適

切に把握し、また会計基準等の変更等について的確に対応するための体制を整備するため、各種セミナーや研修に参

加しております。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 843,236 780,806

  受取手形 46,531 ※  75,418

  売掛金 54,871 84,266

  営業未収入金 12,850 14,133

  有価証券 188,752 125,835

  販売用不動産 478,427 498,212

  商品 297,825 176,390

  前払費用 12,087 9,784

  未収入金 40,924 2,688

  未収還付法人税等 12,237 2,634

  預け金 1,750 2,389

  未収消費税等 17,285 -

  その他 1,122 1,888

  貸倒引当金 △6,066 △4,489

  流動資産合計 2,001,837 1,769,960

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 452,973 452,973

    減価償却累計額 △211,212 △217,391

    建物（純額） 241,761 235,581

   構築物 1,187 1,187

    減価償却累計額 △1,187 △1,187

    構築物（純額） - -

   機械及び装置 8,941 8,941

    減価償却累計額 △8,941 △8,941

    機械及び装置（純額） - -

   車両運搬具 25,705 25,705

    減価償却累計額 △20,525 △21,820

    車両運搬具（純額） 5,179 3,884

   工具、器具及び備品 136,215 136,215

    減価償却累計額 △135,330 △135,669

    工具、器具及び備品（純額） 885 545

   リース資産 9,847 2,976

    減価償却累計額 △9,847 △2,976

    リース資産（純額） - -

   有形固定資産合計 247,826 240,012
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成29年12月31日)

  投資その他の資産   

   投資有価証券 719,099 1,058,470

   関係会社株式 9,871 9,871

   出資金 1,400 1,400

   敷金及び保証金 62,069 61,869

   長期貸付金 2,400 2,400

   会員権 19,308 19,308

   長期前払費用 2,347 2,115

   長期未収入金 33,784 35,629

   その他 19,445 20,529

   貸倒引当金 △39,384 △41,229

   投資その他の資産合計 830,342 1,170,364

  固定資産合計 1,078,168 1,410,377

 資産合計 3,080,006 3,180,337
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成29年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 7,338 12,864

  リース債務 2,520 603

  未払金 32,195 34,240

  未払費用 5,725 5,208

  未払法人税等 26,615 22,855

  未払消費税等 - 14,816

  前受金 4,121 3,476

  前受収益 648 2,117

  預り金 3,476 3,291

  賞与引当金 1,967 665

  その他 332 349

  流動負債合計 84,940 100,488

 固定負債   

  リース債務 135 -

  退職給付引当金 8,756 9,886

  役員退職慰労引当金 52,180 54,369

  受入敷金保証金 71 639

  繰延税金負債 264 472

  資産除去債務 32,880 32,858

  固定負債合計 94,287 98,225

 負債合計 179,228 198,714

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,500,000 1,500,000

  資本剰余金   

   資本準備金 - 5,029

   その他資本剰余金 871,610 816,284

   資本剰余金合計 871,610 821,313

  利益剰余金   

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 44,721 △163,236

   利益剰余金合計 44,721 △163,236

  自己株式 △1 △65

  株主資本合計 2,416,330 2,158,012

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 484,447 823,611

  評価・換算差額等合計 484,447 823,611

 純資産合計 2,900,778 2,981,623

負債純資産合計 3,080,006 3,180,337
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(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

売上高 627,591 841,167

売上原価 550,941 781,108

売上総利益 76,650 60,059

販売費及び一般管理費 292,299 307,248

営業損失（△） △215,649 △247,188

営業外収益   

 受取利息及び配当金 35,746 17,204

 受取賃貸料 4,449 4,449

 有価証券売却益 - 2,390

 有価証券評価益 35,800 25,532

 営業権譲渡益 4,629 -

 その他 154 1,103

 営業外収益合計 80,779 50,679

営業外費用   

 売上割引 219 366

 その他 435 5,419

 営業外費用合計 655 5,786

経常損失（△） △135,524 △202,295

特別利益   

 受取和解金 - 1,749

 関係会社株式売却益 38,500 -

 特別利益合計 38,500 1,749

特別損失   

 事業所閉鎖損失 - 833

 特別損失合計 - 833

税引前四半期純損失（△） △97,024 △201,378

法人税、住民税及び事業税 6,781 6,579

法人税等合計 6,781 6,579

四半期純損失（△） △103,806 △207,957
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

※　四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しています。　　　

なお、当第３四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形が四半期会

計期間末残高に含まれております。

 

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成29年12月31日)

受取手形 ─千円 10,103千円
 

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係るキャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期間に係

る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む)は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期累計期間
（自　平成28年４月１日

　　至　平成28年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成29年４月１日

　　至　平成29年12月31日）

減価償却費 9,008千円 8,045千円
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

　配当に関する事項

　　　　該当事項はありません。

 
       ２．株主資本の金額の著しい変動　

平成28年６月29日開催の定時株主総会の決議に基づき、平成28年８月２日(効力発生日)付で「資本金」

を3,500,000千円減資して、同額を「その他資本剰余金」に振り替えております。また、同日「その他資本

剰余金」で「繰越利益剰余金」を欠損填補しております。この結果、第２四半期会計期間において「資本

金」が3,500,000千円、「その他資本剰余金」が3,856,912千円それぞれ減少し、当第３四半期会計期間末

において「資本金」が1,500,000千円、「その他資本剰余金」が1,203,408千円となっております。

 
当第３四半期累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

　　　　　　

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

1株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日
定時株主総会

普通株式 50,296 0.50 平成29年３月31日 平成29年６月30日 その他資本剰余金
 

 
２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後と

なるもの

　　　　　該当事項はありません。

 

　　 ３．株主資本の著しい変動　

剰余金の配当については、上記「１．配当金支払額」に記載しております。
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(持分法損益等)

 
 

前事業年度
（平成29年３月31日)

当第３四半期会計期間
（平成29年12月31日)

関連会社に対する投資の金額 ─千円 ─千円

持分法を適用した場合の投資の金額 ─千円 ─千円
 

 

 
前第３四半期累計期間
（自　平成28年４月１日

　　至　平成28年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成29年４月１日

　　至　平成29年12月31日）
持分法を適用した場合の投資損失(△）
の金額

△69,096千円 ─千円
 

 

注）関連会社でありました株式会社東理ホールディングスの株式について、平成28年９月に当社が保有する株式

の一部を売却したため、同社は関連会社でなくなっております。したがって、前事業年度の「関連会社に関す

る投資の金額」及び「持分法を適用した場合の投資の金額」には、当該関連会社に関する投資の金額及び持分

法を適用した場合の投資の金額を含めておりませんが、「持分法を適用した場合の投資利益又は投資損失(△)

の金額」には、当該関連会社であった期間における持分法を適用した場合の投資利益の金額を含めておりま

す。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 

報告セグメント

合計

ニッケル事業 不動産事業 教育事業 環境事業

売上高      

  外部顧客への売上高 365,366 14,328 247,896 ― 627,591

計 365,366 14,328 247,896 ― 627,591

セグメント利益又は
セグメント損失(△)

25,623 △2,975 △23,135 ― △488
 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異

調整に関する事項)

 (単位：千円)

利益又は損失 金額

報告セグメント計 △488

全社費用(注) △215,161

四半期損益計算書の営業損失(△) △215,649
 

 (注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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Ⅱ 当第３四半期累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント

合計

ニッケル事業 不動産事業 教育事業

売上高     

  外部顧客への売上高 465,424 219,471 156,270 841,167

計 465,424 219,471 156,270 841,167

セグメント利益又は
セグメント損失(△)

27,778 35,391 △93,646 △30,476
 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異

調整に関する事項)

 (単位：千円)

利益又は損失 金額

報告セグメント計 △30,476

全社費用(注) △216,711

四半期損益計算書の営業損失(△) △247,188
 

 (注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は次のとおりであります。

 

項目

前第３四半期累計期間

（自　平成28年４月１日

至　平成28年12月31日）

当第３四半期累計期間

（自　平成29年４月１日

至　平成29年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△）(円) △1.03 △2.07

(算定上の基礎)   

四半期純損失金額（△）（千円） △103,806 △207,957

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純損失金額（△）
（千円）

△103,806 △207,957

普通株式の期中平均株式数（千株） 100,593 100,593
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成30年２月14日

株式会社エス・サイエンス

取締役会  御中

ＫＤＡ監査法人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   佐　佐　木　　敬　昌　　印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   園　田　　　　光　基   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エス・

サイエンスの平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第99期事業年度の第３四半期会計期間(平成29年10月１日か

ら平成29年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成29年４月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エス・サイエンスの平成29年12月31日現在の財政状態及び同日を

もって終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において

認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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